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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　非回転体の、長さ方向に拡張された中空のシリンダの内壁面と、離隔して内蔵された、
長さ方向に拡張された回転体との間にバッファー溶液を満たした後、空気を外部に排出さ
せるバッファー溶液充填段階と、
　前記バッファー溶液充填段階が終了した後、前記回転体を回転させる回転体回転段階と
、
　前記回転体が回転するシリンダの内部に、コアを形成する物質が貯蔵された第１貯蔵部
および第２貯蔵部の原料を供給して、コア－シェル前駆体を形成する前駆体形成段階と、
　前記コア形態の前駆体が形成されるシリンダの内部に、コアをコーティングするシェル
物質を供給するシェル物質注入段階と、
　前記シェル物質の注入により形成されたコア－シェル粒子を含む液体を固液分離する固
液分離段階と、
　前記固液分離段階を通して得られたコア－シェル粒子を乾燥させる乾燥段階
とを含む、リチウム二次電池の正極活物質に使用されるコア－シェル粒子の製造方法であ
って、
　前記コア形態の前駆体は正極活物質前駆体であり、
　前記シェル物質は、銅、コバルト、もしくはマンガンを含む金属もしくは金属酸化物；
またはポリエチレングリコール、ポリエチレンオキシド、ポリエチレングリコールメチル
エーテル、ポリエチレングリコールジメチルエーテル、ポリプロピレンオキシド、ポリエ
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チレン、ポリプロピレン、ポリイソブチレン、およびポリ塩化ビニリデンから構成された
群より選択された高分子である、
リチウム二次電池の正極活物質に使用されるコア－シェル粒子の製造方法。
【請求項２】
　前記固液分離段階で分離されるコア－シェル粒子を含む液体は、反応器内部の反応物が
定常状態に到達したものを使用する、請求項１に記載のリチウム二次電池の正極活物質に
使用されるコア－シェル粒子の製造方法。
【請求項３】
　前記第１貯蔵部および第２貯蔵部にはそれぞれ、塩化リチウムおよび炭酸ナトリウム；
または水酸化リチウムおよび二酸化炭素；または炭酸アルミニウムおよび硫酸銅を一対と
してそれぞれ貯蔵される、請求項１または２に記載のリチウム二次電池の正極活物質に使
用されるコア－シェル粒子の製造方法。
【請求項４】
　前記正極活物質前駆体は、炭酸リチウムまたは銅炭酸アルミニウムである、請求項１～
３のいずれか１項に記載のリチウム二次電池の正極活物質に使用されるコア－シェル粒子
の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液状の溶媒が存在する状態で、気体、液体、および／または固体物質を注入
してコアにシェルが形成されるようにするコア－シェル粒子、好ましくは、リチウム二次
電池の正極活物質に使用されるコア－シェル粒子の製造装置、およびこれを用いたコア－
シェル粒子の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　モバイル機器に対する技術開発と需要が増加するに伴い、エネルギー源として二次電池
の需要が急激に増加しており、そのような二次電池のうち、高いエネルギー密度と作動電
位とを示し、サイクル寿命が長く、自己放電率が低いリチウム二次電池が商用化されて幅
広く用いられている。
【０００３】
　このようなリチウム二次電池の正極活物質としては、リチウム含有コバルト酸化物（Ｌ
ｉＣｏＯ２）が主に使用されており、その他、層状結晶構造のＬｉＭｎＯ２、スピネル結
晶構造のＬｉＭｎ２Ｏ４などのリチウム含有マンガン酸化物と、リチウム含有ニッケル酸
化物（ＬｉＮｉＯ２）、三成分系のＬｉＮｉｘＭｎｙＣＯ（１－ｘ－ｙ）Ｏ２の使用も考
慮されている。
【０００４】
　一般に、リチウム二次電池の正極活物質は、７００℃以上の高温で固相反応法（ｓｏｌ
ｉｄ　ｓｔａｔｅ　ｒｅａｃｔｉｏｎ）によって製造される。
【０００５】
　しかし、前記固相反応法によって正極活物質を製造する場合、物理的な混合および粉砕
を経るため混合状態が不均一であり、また数回の混合および粉砕過程を経なければならず
、これによって製造に必要な時間が大きく増加し、製造単価が上昇する。
【０００６】
　これによって、加水分解（ｈｙｄｒｏｌｙｓｉｓ）と縮合反応（ｃｏｎｄｅｎｓａｔｉ
ｏｎ）からなるゾル－ゲル（ｓｏｌ－ｇｅｌ）法および共沈法（ｃｏ－ｐｒｅｃｉｐｉｔ
ａｔｉｏｎ）に代表される湿式製造法が開発された。
【０００７】
　このうち、共沈法は、原料を含む塩化物、窒化物、または硫化物などを、塩基性の共沈
液中で水酸化物として沈殿させ、これをか焼（ｃａｌｃｉｎｅ）して酸化物粉末を製造す
る方法で、共沈法による正極活物質の製造は、共沈液のｐＨ、温度、撹拌条件の制御が必
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要である。
【０００８】
　既存の共沈法による正極活物質の製造は、連続撹拌タンク反応器（ＣＳＴＲ）を用いて
行われたが、前記ＣＳＴＲ反応器を通した正極活物質の製造は、反応規模の拡大（ｓｃａ
ｌｅ－ｕｐ）が容易でないだけでなく、反応器内部のタービンからの距離に応じて渦流を
発生させる力が一定でなく、高い装置費用がかかり、エネルギー消失（ｄｉｓｓｉｐａｔ
ｉｏｎ）が多く、連続工程に適用しにくいという問題があった。
【０００９】
　このようなＣＳＴＲ反応器の問題を解決するために、テイラー渦流（Ｔａｙｌｏｒ　ｖ
ｏｒｔｅｘ）を利用した反応装置が考慮された（大韓民国特許公開第２０１０－０１１２
８４３号）。しかし、一般的な混合、抽出、および化学反応などに使用されるものであり
、正極活物質の製造に使用されるものではなかった。
【００１０】
　これと共に、通常の正極活物質の場合、前駆体を製造した後、別途の工程を通して活物
質からなるコアの外周面をコーティングしてシェルを形成する工程を必要とする。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明は、上記の問題を解決するためになされたものであって、液状の溶媒が存在する
状態で、気体、液体、および／または固体物質を注入してコアにシェルが形成されるよう
にするコア－シェル粒子、好ましくは、リチウム二次電池の正極活物質に使用されるコア
－シェル粒子を製造するための装置を提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明は、非回転体の、長さ方向に拡張された中空のシリンダと；前記シリンダの内壁
面と離隔して内蔵された、長さ方向に拡張された回転体と；前記回転体の一側末端に連結
設置され、回転体を回転させる駆動部と；前記シリンダの長さ方向を基準としてシリンダ
の一側末端の外周面に、シリンダの内部と連通するようにそれぞれ形成された第１原料注
入口および第２原料注入口と；前記第１原料注入口および第２原料注入口に対向する他側
シリンダの末端に、シリンダの内部と連通するように形成された排出口と；前記シリンダ
の外周面に形成され、シェル物質をシリンダの内部に供給する少なくとも１つ以上のシェ
ル物質注入口と；前記シリンダの外周面と内周面との間に形成され、熱交換物質が移動す
る経路を提供する熱交換物質移動経路と；前記熱交換物質移動経路に連結設置され、熱交
換物質を注入する熱交換物質注入口と；前記熱交換物質移動経路に連結設置され、熱交換
物質を排出する熱交換物質排出口とを備える反応器と、
　前記反応器の第１原料注入口に連結設置された第１貯蔵部と、
　前記反応器の第２原料注入口に連結設置された第２貯蔵部と、
　前記反応器の排出口に連結設置され、排出口から排出される生成物を固体粒子と液体と
に分離する固液分離部と、
　前記固液分離部に連結設置され、固液分離部で分離された固体粒子を乾燥させる乾燥部
とを含むコア－シェル粒子の製造装置を提供する。
【００１３】
　また、本発明は、非回転体の、長さ方向に拡張された中空のシリンダの内壁面と離隔し
て内蔵された、長さ方向に拡張された回転体との間にバッファー溶液を満たした後、空気
を外部に排出させるバッファー溶液充填段階と、
　前記バッファー溶液充填段階が終了した後、前記回転体を回転させる回転体回転段階と
、
　前記回転体が回転するシリンダの内部に、コアを形成する物質が貯蔵された第１貯蔵部
および第２貯蔵部の原料を供給して、コア－シェル前駆体を形成する前駆体形成段階と、
　前記コア形態の前駆体が形成されるシリンダの内部に、コアをコーティングするシェル
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物質を供給するシェル物質注入段階と、
　前記シェル物質の注入により形成されたコア－シェル粒子を含む液体を固液分離する固
液分離段階と、
　前記固液分離段階を通して得られたコア－シェル粒子を乾燥させる乾燥段階
とを含むコア－シェル粒子の製造方法を提供する。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明は、液状の溶媒が存在する状態で、気体、液体、および／または固体物質を注入
してコアにシェルが形成されるようにするコア－シェル粒子、好ましくは、リチウム二次
電池の正極活物質に使用されるコア－シェル粒子を製造するための装置を提供する。
【００１５】
　特に、本発明は、別途のコーティング工程なしに、１つの反応器で正極活物質前駆体を
コア形態に製造した後、これをコーティングしてコア－シェル粒子を製造することができ
る。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】図１は、本発明に係るコア－シェル粒子の製造装置の全体構成を示す図である。
【図２】図２は、本発明に係るコア－シェル粒子の製造装置に含まれている反応器を示す
断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明を具体的に説明する。
【００１８】
　一つの観点において、本発明は、
　非回転体の、長さ方向に拡張された中空のシリンダと；前記シリンダの内壁面と離隔し
て内蔵された、長さ方向に拡張された回転体と；前記回転体の一側末端に連結設置され、
回転体を回転させる駆動部と；前記シリンダの長さ方向を基準としてシリンダの一側末端
の外周面に、シリンダの内部と連通するようにそれぞれ形成された第１原料注入口および
第２原料注入口と；前記第１原料注入口および第２原料注入口に対向する他側シリンダの
末端に、シリンダの内部と連通するように形成された排出口と；前記シリンダの外周面に
形成され、シェル物質をシリンダの内部に供給する少なくとも１つ以上のシェル物質注入
口と；前記シリンダの外周面と内周面との間に形成され、熱交換物質が移動する経路を提
供する熱交換物質移動経路と；前記熱交換物質移動経路に連結設置され、熱交換物質を注
入する熱交換物質注入口と；前記熱交換物質移動経路に連結設置され、熱交換物質を排出
する熱交換物質排出口とを備える反応器と、
　前記反応器の第１原料注入口に連結設置された第１貯蔵部と、
　前記反応器の第２原料注入口に連結設置された第２貯蔵部と、
　前記反応器の排出口に連結設置され、排出口から排出される生成物を固体粒子と液体と
に分離する固液分離部と、
　前記固液分離部に連結設置され、固液分離部で分離された固体粒子を乾燥させる乾燥部
とを含むコア－シェル粒子の製造装置を提供する。
【００１９】
　他の観点において、本発明は、
　非回転体の、長さ方向に拡張された中空のシリンダの内壁面と離隔して内蔵された、長
さ方向に拡張された回転体との間にバッファー溶液を満たした後、空気を外部に排出させ
るバッファー溶液充填段階と、
　前記バッファー溶液充填段階が終了した後、前記回転体を回転させる回転体回転段階と
、
　前記回転体が回転するシリンダの内部に、コアを形成する物質が貯蔵された第１貯蔵部
および第２貯蔵部の原料を供給して、コア－シェル前駆体を形成する前駆体形成段階と、
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　前記コア形態の前駆体が形成されるシリンダの内部に、コアをコーティングするシェル
物質を供給するシェル物質注入段階と、
　前記シェル物質の注入により形成されたコア－シェル粒子を含む液体を固液分離する固
液分離段階と、
　前記固液分離段階を通して得られたコア－シェル粒子を乾燥させる乾燥段階
とを含むコア－シェル粒子の製造方法を提供する。
【００２０】
　以下、添付した図面を参照して、本発明について詳細に説明する。しかし、下記の説明
は単に本発明を具体的に説明するためのものであり、下記の説明によって本発明の範囲を
限定するものではない。
【００２１】
　図１は、本発明に係るコア－シェル粒子の製造装置の全体構成を示す図であり、図２は
、本発明に係るコア－シェル粒子の製造装置に含まれている反応器を示す断面図であって
、併せて説明する。
【００２２】
　図１および図２に示されているように、本発明に係るコア－シェル粒子の製造装置は、
　非回転体の、長さ方向に拡張された中空のシリンダ６８と、前記シリンダ６８の内壁面
と離隔して内蔵された、長さ方向に拡張された回転体６９と、前記回転体６９の一側末端
に連結設置され、回転体６９を回転させる駆動部５０と、前記シリンダ６８の長さ方向を
基準として一側末端の外周面に、シリンダ６８の内部と連通するようにそれぞれ形成され
た第１原料注入口６１および第２原料注入口６２と、前記第１原料注入口６１および第２
原料注入口６２に対向する他側シリンダ６８の末端に、シリンダ６８の内部と連通するよ
うに形成された排出口６３と、前記シリンダ６８の外周面に形成され、シェル物質をシリ
ンダ６８の内部に供給する少なくとも１つ以上のシェル物質注入口６４と、前記シリンダ
６８の外周面と内周面との間に形成され、熱交換物質が移動する経路を提供する熱交換物
質移動経路６７と、前記熱交換物質移動経路６７に連結設置され、熱交換物質を注入する
熱交換物質注入口６５と、前記熱交換物質移動経路６７に連結設置され、熱交換物質を排
出する熱交換物質排出口６６とを備える反応器６０と；
　前記反応器６０の第１原料注入口６１に連結設置された第１貯蔵部１０と；
　前記反応器６０の第２原料注入口６２に連結設置された第２貯蔵部２０と；
　前記反応器６０の排出口６３に連結設置され、排出口６３から排出される生成物を固体
粒子と液体とに分離する固液分離部９０と；
　前記固液分離部９０に連結設置され、固液分離部９０で分離された固体粒子を乾燥させ
る乾燥部９２とを含む。
【００２３】
　前記反応器６０は、テイラー渦流（Ｔａｙｌｏｒ　Ｖｏｒｔｅｘ）の流れを形成する反
応器であって、基本的に中心軸が同一の、長さ方向に拡張されたシリンダ６８と回転体６
９、原料注入口６１、６２、排出口６３、および前記シリンダ６８に内蔵された回転体６
９の回転を決定する駆動部５０を含むシステムとして構成される。
【００２４】
　ここで、反応しようとする物質をそれぞれ第１原料注入口６１および第２原料注入口６
２を通してシリンダ６８と回転体６９との間に入れて、前記駆動部５０を稼働させて回転
体６９を回転させると、流れが発生する。
【００２５】
　この時、前記駆動部は、１ｒｐｍ以上に回転速度を調節可能な変速型撹拌モータを用い
ることが推奨される。
【００２６】
　一方、前記回転体６９の角速度が遅い場合、層流（ｌａｍｉｎａｒ）状態のクエット流
れが生成されるのに対し、角速度の増加に伴って流体が外部円筒方向に出ていこうとする
傾向のため、流体が不安定になり、特定の臨界速度以上でテイラー渦流が発生する。
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【００２７】
　テイラー渦流は、軸方向に非常に規則的な環状に配列されており、互いに反対方向に回
転するため、軸方向には混ざらずに均一な混合を誘導して原料が互いに混合され、これに
よってコア－シェル粒子を製造するための前駆体のコアを生成することができる。
【００２８】
　この時、前記反応器６０の一側、特定的に反応器６０のシリンダ６８に形成されたシェ
ル物質注入口６４を通してシリンダ６８の内部にシェル物質を注入すると、コアの外周面
をコーティングしてコア－シェル形態の二重粒子を形成する。
【００２９】
　ここで、前記反応器６０は、その長さ方向を基準として原料、好ましくは、リチウム二
次電池の正極活物質を製造するための原料が注入される第１原料注入口６１および第２原
料注入口６２の部分で前駆体が形成される前駆体形成部１００が存在し、前記前駆体形成
部１００の後ろにシェル物質の注入される所からコアシェル形成部１１０が存在する。
【００３０】
　一方、本発明に係る前駆体としてコアを形成する原料は、当業界で通常使用する原料で
あれば特に限定されない。
【００３１】
　特に、前記原料は、液状の溶媒が存在する状態で、気体、液体、および／または固体物
質を注入してコアの前駆体を形成することができる。
【００３２】
　その一例として、次の化学式１のように、塩化リチウムおよび炭酸ナトリウムを用いた
液－液反応により、炭酸リチウムからなるコアを形成することができる。
【００３３】
　［化学式１］
　ＬｉＣｌ＋Ｎａ２ＣＯ３（ｌ）→Ｌｉ２ＣＯ３

　他の例として、次の化学式２のように、水酸化リチウムおよび二酸化炭素を用いた気液
反応により、炭酸リチウムからなるコアを形成することができる。
【００３４】
　［化学式２］
　２ＬｉＯＨ＋３ＣＯ２（ｇ）→Ｌｉ２ＣＯ３

　さらに他の例として、次の化学式３のように、炭酸アルミニウムおよび硫酸銅を用いた
固－液反応により、銅炭酸アルミニウムからなるコアを形成することができる。
【００３５】
　［化学式３］
　Ａｌ２ＣＯ３（Ｓ）＋ＣｕＳＯ４→Ｃｕ－Ａｌ２ＣＯ３

　ここで、前記塩化リチウムおよび炭酸ナトリウム；または水酸化リチウムおよび二酸化
炭素；または炭酸アルミニウムおよび硫酸銅はそれぞれ一対の原料として、第１原料注入
口６１および第２原料注入口６２に連結設置された第１貯蔵部１０および第２貯蔵部２０
に別途にそれぞれ貯蔵されるとよい。
【００３６】
　一方、前記コアをコーティングしてコア－シェル粒子を製造するためのシェル物質は、
コアをコーティングできる物質であれば特に限定されないが、好ましくは、高分子、金属
、酸化金属などを使用するのが良く、好適には、銅、コバルト、またはマンガンを含む金
属もしくは金属酸化物；またはポリエチレングリコール、ポリエチレンオキシド、ポリエ
チレングリコールメチルエーテル、ポリエチレングリコールジメチルエーテル、ポリプロ
ピレンオキシド、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリイソブチレン、およびポリ塩化ビ
ニリデンから構成された群より選択された高分子を使用するのが良い。
 
【００３７】
　また、前記シェル物質は、別途の貯蔵手段、例えば、シェル物質貯蔵部７０に貯蔵した
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後、使用者の選択に応じて、シェル物質貯蔵部７０をシェル物質注入口６４に連結設置し
て反応器６０に供給してもよい。
【００３８】
　前記シェル物質注入口６４は、コアにシェルを形成させることができるように反応器６
０に備えられ、その位置および個数は使用者の選択に応じて決定されるが、好ましくは、
長さ方向に拡張された反応器６０のシリンダ６８に備えられる原料注入口６１、６２と排
出口６３との間に少なくとも１つ以上形成されるのが良い。
【００３９】
　本発明に係る反応器６０は、温度調節により、コア－シェル粒子が形成される反応を調
節することができる。
【００４０】
　この時、前記反応器６０の温度を加熱または冷却するために、シリンダ６８の外周面と
内周面との間に熱交換物質が移動する経路を提供する熱交換物質移動経路６７を形成し、
前記熱交換物質移動経路６７に熱交換物質を注入または排出するために、熱交換物質注入
口６５および熱交換物質排出口６６を形成することができる。
【００４１】
　ここで、前記熱交換物質は、当業界で通常使用される物質、例えば、冷媒などを使用す
ることができる。
【００４２】
　特定の態様として、本発明に係る熱交換物質移動経路６７は、より迅速に反応器６０の
温度を調節するために、シリンダ６８の内周面と外周面との間に複数形成されたり、放射
状の構造に形成されてもよい。
【００４３】
　他の特定の態様として、本発明に係るコア－シェル粒子の製造装置は、前記熱交換物質
注入口６５および熱交換物質排出口６６の間に熱交換物質を循環させることが可能な循環
ポンプ８０がさらに連結設置され、熱交換物質を連続的に循環させてもよい。
【００４４】
　一方、本発明に係る原料が貯蔵されている第１貯蔵部１０と、前記第１貯蔵部１０に連
結設置され、貯蔵された原料が供給される第１原料注入口６１との間、および他の原料が
貯蔵されている第２貯蔵部２０と、前記第２貯蔵部２０に連結設置され、貯蔵された原料
が供給される第２原料注入口６２との間に、それぞれ第１ポンプ３０および第２ポンプ４
０が連結設置され、供給される原料の量を定量的に調節することができる。
【００４５】
　この時、前記第１ポンプ３０および第２ポンプ４０は特に限定されないが、好ましくは
、定量ポンプを用いるのが良い。
【００４６】
　本発明に係る固液分離部９０は、前記反応器６０の排出口６３に連結設置され、排出口
６３から排出される生成物、例えば、コア－シェル粒子を含む液体を固体と液体とに分離
するためのものであって、かかる目的を有する当業界における通常の固液分離装置であれ
ばいずれを用いても構わないが、好ましくは、遠心分離機または脱水機を用いるのが良い
。
【００４７】
　本発明に係る乾燥部９２は、前記固液分離部９０に連結設置され、固液分離部９０で分
離された固体粒子、特定的にコア－シェル粒子を乾燥させるためのものである。
【００４８】
　前記乾燥部９２の乾燥方法は、当業界で通常使用される方法を使用する。
【００４９】
　特定の態様として、本発明に係るコア－シェル粒子の製造装置は、前記乾燥部９２の後
段に、乾燥したコア－シェル粒子、好ましくは、コア－シェル粒子からなる正極活物質の
粒子形状および粒子サイズの均一度を分析するために、走査電子顕微鏡をさらに連結設置
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してもよい。
【００５０】
　他の特定の態様として、本発明に係るコア－シェル粒子の製造装置は、前記走査電子顕
微鏡の後段に、コア－シェル粒子からなる正極活物質の密度を測定する密度測定器をさら
に含んでもよい。
【００５１】
　以下、このような構成を有する本発明に係るコア－シェル粒子の製造装置を用いてコア
－シェル粒子を製造する方法を説明する。
【００５２】
　まず、非回転体の、長さ方向に拡張された中空の反応器６０に含まれているシリンダ６
８の内壁面と離隔して内蔵された、長さ方向に拡張された回転体６９との間にバッファー
溶液を満たした後、空気を外部に排出させるバッファー溶液充填段階と、
　前記バッファー溶液充填段階が終了した後、前記回転体６９を回転させる回転体回転段
階と、
　前記回転体６９が回転するシリンダ６８の内部に、コアを形成する物質が貯蔵された第
１貯蔵部１０および第２貯蔵部２０の原料を供給して、コア－シェル前駆体を形成する前
駆体形成段階と、
　前記コア形態の前駆体が形成されるシリンダ６８の内部に、コアをコーティングするシ
ェル物質を供給するシェル物質注入段階と、
　前記シェル物質の注入により形成されたコア－シェル粒子を含む液体を固液分離する固
液分離段階と、
　前記固液分離段階を通して得られたコア－シェル粒子を乾燥させる乾燥段階とを含む。
【００５３】
　ここで、前記回転体６９の回転速度は、１ｒｐｍ以上であるのが良い。
【００５４】
　また、前記バッファー溶液は、当業界で通常使用されるバッファー溶液であれば特に限
定されない。
【００５５】
　一方、前記固液分離段階で分離されるコア－シェル粒子を含む液体は、反応器内部の反
応物が定常状態に到達したものを使用し、前記第１貯蔵部１０および第２貯蔵部２０には
それぞれ、塩化リチウムおよび炭酸ナトリウム；または水酸化リチウムおよび二酸化炭素
；または炭酸アルミニウムおよび硫酸銅を一対としてそれぞれ貯蔵される。
【００５６】
　しかし、前記第１貯蔵部１０および第２貯蔵部２０に貯蔵される原料は、前述した物質
に限定されるものではない。
【００５７】
　また、前記シェル物質は、銅、コバルト、もしくはマンガンを含む金属もしくは金属酸
化物；またはポリエチレングリコール、ポリエチレンオキシド、ポリエチレングリコール
メチルエーテル、ポリエチレングリコールジメチルエーテル、ポリプロピレンオキシド、
ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリイソブチレン、およびポリ塩化ビニリデンから構成
された群より選択された高分子を使用するのが良い。
 
【００５８】
　一方、本発明により製造されたコア－シェル粒子は、数ナノメートルから数マイクロメ
ートル単位の直径を有することが好ましいが、これに限定されるものではない。
【実施例】
【００５９】
　以下、実施例を通して本発明を具体的に説明する。しかし、下記の実施例は単に本発明
を具体的に説明するためのものであり、これらの実施例によって本発明の範囲を限定する
ものではない。
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【００６０】
　［実施例１］
　まず、反応器の内部にバッファー溶液を満たし、反応器に残存する空気を外部に排出さ
せた。
【００６１】
　その後、モータを駆動させて、前記モータに連結設置された反応器の回転体を１，００
０ｒｐｍで回転させた。
【００６２】
　その後、定量ポンプを用いて、第１貯蔵部に貯蔵された塩化リチウムと、第２貯蔵部に
貯蔵された炭酸ナトリウムとを反応器に注入して反応させることによって、コアを形成さ
せた。
【００６３】
　その後、シェル物質注入口に銅イオンを注入し、コアの外周面にシェル物質をコーティ
ングして、コア－シェル粒子を形成させた。
【００６４】
　その後、遠心分離機を用いて、コア－シェル粒子を含む液体を固体粒子と液体とに分離
した後、乾燥機でコア－シェル粒子を乾燥して、最終的なコア－シェル正極活物質粒子を
製造した。
【００６５】
　［実施例２］
　実施例１と同様の方法で実施するが、第１貯蔵部に貯蔵された塩化リチウムと第２貯蔵
部に貯蔵された炭酸ナトリウムの代わりに、第１貯蔵部に水酸化リチウムを、第２貯蔵部
に二酸化炭素を貯蔵して実施した。
【００６６】
　［実施例３］
　実施例１と同様の方法で実施するが、第１貯蔵部に貯蔵された塩化リチウムと第２貯蔵
部に貯蔵された炭酸ナトリウムの代わりに、第１貯蔵部に炭酸アルミニウムを、第２貯蔵
部に硫酸銅を貯蔵して実施した。
【００６７】
　以上説明したように、本発明の属する技術分野における当業者は、本発明がその技術的
な思想や必須的特徴を変更することなく他の具体的な形態で実施可能であることを理解す
ることができる。そのため、以上に述べた実施例は全て例示的なものであり限定的ではな
いと理解しなければならない。本発明の範囲は、上記の詳細な説明よりは、後述する特許
請求の範囲の意味および範囲、そしてその等価概念から導出される全ての変更または変形
された形態が本発明の範囲に含まれると解釈されなければならない。
【符号の説明】
【００６８】
　１０：第１貯蔵部
　２０：第２貯蔵部
　３０：第１ポンプ
　４０：第２ポンプ
　５０：駆動部
　６０：反応器
　６１：第１原料注入口
　６２：第２原料注入口
　６３：排出口
　６４：シェル物質注入口
　６５：熱交換物質注入口
　６６：熱交換物質排出口
　６７：熱交換物質移動経路
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　６８：シリンダ
　６９：回転体
　７０：シェル物質貯蔵部
　８０：循環ポンプ
　９０：固液分離部
　９２：乾燥部
　１００：前駆体形成部
　１１０：コアシェル形成部

【図１】 【図２】
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